
事業番号 ０１２６

　　　　　　　　　　　　　平成２３年行政事業レビューシート　　　　(文部科学省)

作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成１３年度 担当課室 特別支援教育課

特別支援教育課長
千原由幸

事業名
独立行政法人国立特別支援教育総合研究所運営費交付
金に必要な経費

担当部局庁 初等中等教育局

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ－１０　特別支援教育の推進

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

独立行政法人通則法
独立行政法人国立特別支援教育総合研究所法

関係する計画、
通知等

中期目標（文部科学大臣指示）
中期計画（文部科学大臣認可）

予
算
の
状
況

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以内）

（独立行政法人国立特別支援教育総合研究所法第３条）
特別支援教育に関する研究のうち主として実際的な研究を総合的に行い、及び特別支援教育関係職員に対する専門的、技術的
な研修を行うこと等により、特別支援教育の振興を図ることを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。別

添可）

政策的課題や教育現場のニーズに即応した研究活動を核として、各都道府県の指導者養成研修、臨床的研究のフィールドとなる
教育相談、研究成果等の情報普及、諸外国との研究者交流や国際貢献等の国際交流を全職員が参画して一体的に推進し、我が
国唯一の特別支援教育のナショナルセンターとして、障害のある子ども一人一人の教育的ニーズに対応した教育の実現に貢献す
る。

1,260 1,138

実施方法 □直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　■その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

繰越し等 0 0

22年度

0

20年度 21年度

補正予算 0

23年度

1,082 1,037

24年度要求

0

当初予算 1,176

0

0

計 1,176 1,260 1,138

0

1,082

執行額 1,176

執行率（％） 100% 100% 100%

1,260 1,138

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果指標 単位

研究成果を教育現場等に還元することなどについ
て、文部科学省独立行政法人評価委員会における業
務の実績に関する評価において、中期計画通り、ま
たは中期計画を上回って履行し、中期目標に向かっ
て順調、または中期目標を上回るペースで実績を上
げているとされるA評価以上の評価を得る。

成果実績
S,A,B,C,
Fの5段
階評価

達成度 ％

20年度 21年度 22年度
目標値

（各年度）

業務運営の効率化：A
業務の質の向上：A
財務内容の改善：A

業務運営の効率化：A
業務の質の向上：A
財務内容の改善：A

業務運営の効率化：A
業務の質の向上：A
財務内容の改善：A

業務運営の効率化：A
業務の質の向上：A
財務内容の改善：A

100% 100% 100%

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

研究活動
特別支援教育に係る実際的・総合的研究の推進による国の政策立
案・施策推進等へ寄与及び教育現場への貢献を行う（研究成果を
学会等で年間２００件以上発表する）

活動実績

（当初見込
み）

S,A,B,C,F
の5段階

評価

20年度 21年度 22年度 23年度活動見込

A A A ―

（Ａ）

単位当たり
コスト

474百万円 算出根拠
X(474百万円)/Y(1事業）　X：活動事業の実施に係った支出額
Y：研究活動１事業

主な増減理由

独立行政法人国立特別支援教
育総合研究所運営費交付金 1,082百万円 1,037百万円 研究課題の精選、研修制度の見直し等により予算を縮減したため。

費　目 23年度当初予算 24年度要求平
成
2
3
・
2
4

年
度
予
算
内
訳

計 1,082百万円 1,037百万円

単位当たり
コスト

135百万円 算出根拠

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

研修事業
各都道府県等における特別支援教育政策や教育研究及び教育実
践等の推進に寄与する指導者の養成を行う（研修の参加率が85%
以上となるようにする）

活動実績

（当初見込
み）

S,A,B,C,F
の5段階

評価

A A ―

（Ａ）

A

X(135百万円)/Y(1事業）　X：活動事業の実施に係った支出額
Y：研究活動１事業

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

教育相談活動
特別支援教育のナショナルセンターとして担うべき教育相談活動の
実施による各都道府県等の教育相談機能の質的向上を図る（満足
度アンケートを実施し、80%以上の満足度を確保する）

活動実績

（当初見込
み）

S,A,B,C,F
の5段階

評価

A A A ―

（Ａ）

単位当たり
コスト

38百万円 算出根拠
X(38百万円)/Y(1事業）　X：活動事業の実施に係った支出額
Y：研究活動１事業

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

情報普及活動
特別支援教育に関する総合的な情報提供体制を充実し、研究者・
教職員等の研究や専門性、指導力の向上に必要な知識等を提供
する（情報入手についてのアンケート調査を行い、85%以上の満足
度を確保する）

活動実績

（当初見込
み）

S,A,B,C,F
の5段階

評価

S A A ―

（Ａ）

単位当たり
コスト

236百万円 算出根拠
X(236百万円)/Y(1事業）　X：活動事業の実施に係った支出額
Y：研究活動１事業

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

国際交流活動
諸外国の研究機関との連携・協力、交流の推進及びアジア諸国に
おける特別支援教育の発展・充実に向けた国際貢献を行う（国際
比較研究推進、国際学会への派遣者10名以上等）

活動実績

（当初見込
み）

S,A,B,C,F
の5段階

評価

A A A ―

（Ａ）

単位当たり
コスト

61百万円 算出根拠
X(61百万円)/Y(1事業）　X：活動事業の実施に係った支出額
Y：研究活動１事業



事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

○平成２２年度より、委託契約の相手方が、再委託しようとする場合には、事前に再委託の相手方等について書面により提出させ、審査及
び承認を行うものとしている。また、同研究所に設置している契約監視委員会において、契約の点検・見直しを行うことで、競争性の確保、公
平性、透明性を確保している。
○東京事務所については「真に必要なもののみ存置するとともに、併せて必要な機能の移転・集約化を図り、効率的な業務運営を確保す
る。」との指摘に対し、既存の事務所を廃止し、平成23年度から、面積を縮減した上で、他の法人との集約化を行い、維持費を縮減する。
○東京事務所における一部の消耗品・清掃及び廃棄物処理業務については教員研修センター等と共同調達を行うものとする。また、ネット
ワーク回線については、大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立情報学研究所が行う回線の共同調達に平成２４年度から参加
するための検討を進める。

　政策評価・独立行政法人評価委員会の「平成20年度における文部科学省所管独立行政法人の業務の実績に関する評価の結果等についての意
見について（平成21年12月9日政委第35号）」により指摘のあった再委託の把握措置について、本研究所会計細則第58条において再委託の把握措
置に関する条項を定めた。
　平成22年12月7日に閣議決定されました「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」において、
・研究活動　平成23年度における研究課題については、前年度から継続となるものも含め、実際的・先導的研究課題への対応という観点を踏まえ
て精選し、研究課題数を、27から6減の21に絞り込む中で、インクルーシブ教育システムの構築や教育におけるＩＣＴ（情報通信技術）活用といった喫
緊の課題に対して、予算の重点配分を行った。引き続き平成24年度も精選していく。
・研修事業　研究研修員制度の在り方の見直しについては、平成23年8月までに結論を得て、平成24年度から新たな制度へ移行することを目途に
検討中である。なお、平成23年度の研修経費については、外部講師による講義を減らすことなどにより、縮減を実現した。
・教育相談　平成23年度中に「教育相談年報」を「世界の特別支援教育」と統合するとともにインターネットを活用した提供を行う。教育相談データ
ベースは、教育委員会・学校関係者の参加する各種会議等の機会を活用して利用の拡大を図り効率的運用を実施する。
・情報普及活動　平成23年度中に国際交流に関する英文刊行物「Journal of Special Education on Asia Pacific」、「NISE Newsletter」及び「NISE
Bulletin」を統合し、国際交流に関する和文刊行物「世界の特別支援教育」については「教育相談年報」と統合する。このことと併せてそれぞれイン
ターネットを活用した提供を行う。また、平成23年度から毎年２回開催していたセミナーを統合し、年1回で開催することとした。このことにより資料印
刷費や会場借上費等の経費を縮減する。
・国際交流・国際貢献　毎年開催していた国際セミナーを平成22年度限りで廃止済みであり、このことにより会場借上費等の経費を縮減した。
・保有資産見直し　職員研修館については「本部事務所、民間宿泊施設、貸会議室等の利用により機能を代替できるものは廃止する。」との指摘に
対し、職員研修館を保有する必要性については検討しており、当初は平成23年度中に結論を出す予定であったが、現在、当該施設が東日本大震
災の避難施設として登録されていることから、その時期については別途状況を見ながら判断するとしている。
・事務所等の見直し　東京事務所については「真に必要なもののみ存置するとともに、併せて必要な機能の移転・集約化を図り、効率的な業務
運営を確保する。」との指摘に対し、既存の事務所を廃止し、平成23年度から、面積を縮減した上で、他の法人との集約化を行い、維持費を縮減
した。

予算監視・効率化チームの所見

一部改善

１．事業評価の観点：この事業は、特別支援教育の振興を図るため、特別支援教育に関する研究のうち主として実際的な研究を
総合的に行い、特別支援教育関係職員に対する専門的、技術的な研修等を行う事業であり、長期継続事業の観点から検証を
行った。
２．所　　　　　見：この事業は、平成１３年度から行われている長期継続事業であるが、今後も、特別支援教育の振興を図るために
必要な事業であるが、平成23年度において独立行政法人が行う事業の横断的見直し等を踏まえ、東京事務所の「リエゾンオフィ
ス」について、他法人の事務所等の集約化により効率化を図るなど予算を縮減したところであるが、平成24年度概算要求において
も、引き続き事業の効果的・効率的な実施を目指し、コスト縮減等に努めるべきである。
　また、競争参加条件等のより一層の見直しを図るなど、契約の競争性、公平性、透明性を確保すべきである。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

　平成２３年度における研究課題については、前年度から継続となるものも含め、実際的・先導的研究課題への対応という観点を踏まえて精選
し、研究課題数を絞り込む中で、インクルーシブ教育システムの構築や教育におけるＩＣＴ（情報通信技術）活用といった喫緊の課題に対して、予
算の重点配分を行った。研究経費全体については、これらの取組により縮減を行っており、平成２４年度についても引き続き精選を行い、研究経
費の縮減を図ることとしている。
　研修事業においては、研究研修員制度を平成２３年度限りで廃止し、その他の研修においても外部講師による講義を減らすことなどにより、経
費の縮減を図ることとしている。
　さらに契約については、競争参加条件等のより一層の見直しを図るなど、契約の競争性、公平性、透明性を確保に努めていくこととしており、こ
れらを含めた業務全般の見直しにより、概算要求に▲44．625百万円反映した。

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）



文　部　科　学　省
１，１３８百万円

Ａ．独立行政法人
国立特別支援教育総合研究所運営費交付金：

１，１３８百万円

E.情報普及活動
２３６百万円

D.教育相談活動
３８百万円

F.国際交流活動
６１百万円

Ｃ．研修事業
１３５百万円

研究所を管理
するために必
要な管理経費

都道府県等に
おける特別支
援教育政策や
教育研究、教
育実践等の推
進に寄与する
指導者の養成

臨床研究、都
道府県では実
施困難なも
の、海外の日
本人学校関連
の限定的な個
別相談を行う。

研究者・教職員等
の研究や専門性、指
導力の向上に必要
な知識等について、
特別支援教育に関
する総合的な情報提
供体制を充実させ
る。

  諸外国の研
究機関との連
携・協力、交流
の推進及びア
ジア諸国にお
ける特別支援
教育の発展・
充実

政策的課題や教育現場のニーズに即応した研究活動を核として、各
都道府県の指導者養成研修、臨床的研究のフィールドとなる教育相
談、研究成果等の情報普及、諸外国との研究者交流や国際貢献等
の国際交流を全職員が参画して一体的に推進し、我が国唯一の特別
支援教育のナショナルセンターとして、障害のある子ども一人一人の
教育的ニーズに対応した教育の実現に貢献する。

Ｂ．研究活動

〔一般競争入札
・調達〕

〔随意契約
・請負〕

Ｂ－２

非接触表
面性状測
定装置
三鷹光器
（株）

７百万円

Ｂ－９

視覚障害
教育情報
ﾈｯﾄﾜｰｸﾒﾝ
ﾃﾅﾝｽ

（株）キュー
ズ

３百万円

本研究所の
東京事務所
として賃貸し
ていたもの

本研究所
に設置し
ている視
覚障害教
育情報
ネットワー
クの保守
契約

Ｂ．研究活動
４７４百万円

国の政策課
題や教育現場
のニーズ等に
対応した研究

Ｇ．共通
１９４百万円

〔交付〕

Ｂ－３

動作分析
用フォース
プレート一
式
（株）ディケ
イエイチ

５百万円

Ｂ－４

カラー印刷
機一式
理想科学
工業株式
会社　理想
横浜港南
支店

５百万円

Ｂ－６

アイトラッ
カー
トビー・テク
ノロジー・
ジャパン
（株）

5百万円

Ｂ－５

研究成果
報告書
共進印刷
（株）

５百万円

Ｂ－７
オンスクリー
ンリサーチ用
アイトラッキ
ング装置一
式

トビー・テクノ
ロジー・ジャ
パン（株）
４百万円

Ｂ－１
発達障害のあ
る子どもの実
践的教育情報
提供システム
（株）キャッチ
ボール・トウエ
ンティワン・イ
ンターネット・
コンサ
７百万円

Ｂ－10

ｷｬﾝﾊﾟｽ･ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝｾﾝ
ﾀｰ賃貸借

国立大学
法人東京
工業大学

２百万円

Ｂ－８

聴力等測
定機器一
式
日洋物産
（株）

３百万円

〔一般競争入札
・調達〕

〔一般競争入札
・調達〕

〔一般競争入札
・請負〕

〔一般競争入札
・調達〕

〔一般競争入札
・調達〕

〔一般競争入札
・調達〕

〔一般競争入札
・調達〕

〔一般競争入札
・調達〕

障害者の
ための支
援機器を
広く普及さ
せるため
及び研究
のための
被験者が
自然な行
動を行い、
正確な視
覚評価が
できる装
置

補聴器特
性や各種
聴力検査
ができる
機器であ
り、聴覚障
害に係る
研究の充
実、研修
講義の充
実を図る。

人間の動
作時の床
反力を定
量的に評
価できる
装置で、
専門研修
の充実、
肢体不自
由児の歩
行解析を
行い研究
の充実を
図る。

１枚当たり
の印刷単
価が安価
でかつ短
時間でカ
ラー印刷
が可能で
あるため、
研究会議
資料等の
印刷に使
用する。

平成２１年
度に実施
した研究
成果報告

書の印刷

研究の充
実のため
対象者の
注意機能・
課題画像
の注視の
確認・対人
関係機能
等につい
て所見を
得られる
ための装
置

発達障害
教育情報
センターに
係るＷｅｂ
サイトの情
報の充実
を図り、
ユーザー
が利用し
やすい形
で提供す
るため。

新たに作
成する視
覚障害者
用の触知
図面や点
字などを
傷つけず
に正確に
計ることが
可能であ
り、よりよ
い触知図
面や点字
の作成方
法の研究
を進展さ
せる装置



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

Ｃ．研修事業

Ｃ－５

西研修員宿泊
棟ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄ
張替作業一式

(株)ｺﾊﾞﾔｼ

２百万円

Ｃ－２

研修員宿泊
棟寝具類供
給等業務

(有)澁谷ﾗﾝﾄﾞ

ﾘｰ

３百万円

研修の際に研
修生が宿泊す
るための寝具
供給等業務

西研修員宿泊
棟ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄ
の張替

Ｃ－３

第５研修室講
義システム一
式
東通産業株
式会社　神奈
川支店

２百万円

第1期専門研修
実施時に必要
となった手話通
訳者の派遣

Ｃ－１
講堂音響設
備一式
東通産業株
式会社　神奈
川支店
３百万円

Ｃ－４

手話通訳派
遣費（第１期
専門研修）
（社福）神奈
川聴覚障害
者総合福祉
協会

２百万円

〔一般競争入札
・調達〕

〔一般競争入札
・請負〕

〔一般競争入札
・調達〕

〔一般競争入札
・請負〕

〔一般競争入札
・請負〕

第５研修室の
講義に係るシ
ステムの劣化
に伴う更新

講堂音響設備
の老朽化に伴
う更新

〔一般競争入札
・請負〕

Ｅ－２

新編　新し
い国語２上
拡大版他
（有）金文
堂信濃屋
書店

１２百万円

Ｅ－９

情報管理
係りの補助
業務一式
アデコ（株）
横須賀支
社

２百万円

図書閲覧
室の老朽
化した閲
覧データ
等の更新

情報管
理係事
務等補
助業務

Ｅ－３

Ｗｅｂサイト
リニューア
ル業務
（株）ユー
ディット

１１百万円

Ｅ－４
拡大教科書
（新編新しい
保健体育拡
大版保健編
１他）９２点
（有）金文堂
信濃屋書店

７百万円

Ｅ－６
2011年外国
雑誌９１件
（株）紀伊国
屋書店　神
奈川静岡営
業本部

６百万円

Ｅ－５
ハンドル式
移動書架
一式
（株）ミナト
事務器

７百万円

Ｅ－７
図書室図書
目録データ遡
及入力業務
一式
（株）紀伊国
屋書店　神奈
川静岡営業
本部
６百万円

Ｅ－１

電子計算
機システム
一式
ＮＥＣキャピ
タルソ
リューショ
ン（株）神奈
川支店
３０百万円

Ｅ－10

図書室閲
覧テーブル
及び椅子
一式
（有）山仙
商店

２百万円

Ｅ－８

学術情報
ネットワー
ク回線接続
一式
KDDI（株）

４百万円

〔随意契約
・調達〕

〔一般競争入札
・請負〕

〔一般競争入札
・調達〕

〔一般競争入札
・調達〕

〔一般競争入札
・請負〕

〔随意契約
・調達〕

〔一般競争入札
・調達〕

〔一般競争入札
・請負〕

全国の利
用者の有
益利用の
充実を図
るための
図書室図
書目録
データ入
力業務

学術研
究機関
が使用
するイン
ターネッ
ト契約

情報提供
をよりわか
りやすく、
かつ充実
させ、幅広
く情報の
収集と整
理・公開を
行うため
の本研究
所のHPリ
ニューア
ル業務

情報・普
及の充
実を図
るため、
拡大教
科書の
購入

蔵書数
の増加
に対応
するた
め、可
動書架
の導入

特別支
援教育
に係る
外国雑
誌の購
入契約

本研究
所の電
子計算
機シス
テムの
リース料
（業務部
門）

情報・普
及の充
実を図
るため、
拡大教
科書の
購入

Ｅ．情報普及活動

〔公募・請負〕



Ｆ.国際交流活動

Ｇ.共通

Ｆ－１

広報国際係
の補助業務
一式

ｱﾃﾞｺ(株)横須

賀支社
３百万円

Ｆ－２

国際ｾﾐﾅｰ出
席者航空ﾁｹｯ
ﾄ手配及び接
遇一式

(株)日本旅行

国際旅行事業
部
２百万円

Ｇ－６

庁舎等日常清
掃業務
（株）陽報

２百万円

Ｇ－５

電話交換設
備一式
（株）光電社

２百万円

Ｇ－４

カラーレー
ザープリンタ
用消耗品
（有）山仙商
店
４百万円

Ｇ－３

庁舎等警備
業務
国際警備
(株)
４百万円

国際関係
事務等補
助業務

国際ｾﾐﾅｰ
の外国人招
聘業務

夜間・休日
の警備業務

電話交換
設備

集中冷暖房
装置の保守
点検契約

平成２１年
度財務諸
表の官報
掲載に係
る契約

〔一般競争入札
・役務〕

Ｇ－１

財務会計シス
テム

神田通信機
(株)
１４百万円

財務会計シ
ステムの
バージョン
アップ

〔一般競争入札
・請負〕

〔一般競争入札
・請負〕

Ｇ－８

平成２１事業
年度財務諸
表に関する公
告

１百万円

Ｇ－７

吸収式冷温
水機等冷暖
房保守点検

２百万円

Ｇ－２

電子計算機
システム一式
ＮＥＣキャピタ
ルソリューショ
ン（株）神奈川
支店

９百万円

〔一般競争入札
・役務〕

〔一般競争入札
・調達〕

〔一般競争入札
・役務〕

〔一般競争入札
・調達〕

〔一般競争入札
・調達〕

〔一般競争入札
・役務〕

〔公募・役務〕

本研究所の
電子計算機
システム
のリース料
（管理部門）

プリンタ用
消耗費品
の一括購
入

廊下、便所
等の清掃
業務契約



人件費 学術雑誌等

Ａ．独立行政法人国立特別支援教育総合研究所 E.　情報普及活動

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

114

業務経費 消耗品費、雑役務費、旅費、謝金 350 人件費 職員給与等 73

職員給与等 665 物品購入費

光熱水料費、諸謝金、旅費等 7

電子計算機賃貸借等 42業務経費 資産購入 68 雑役務費

業務経費 電子計算機賃借料

業務経費 光熱水料費 15

40 その他

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

236計 1,138 計

B.　研究活動 F.　国際交流活動

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

人件費 職員給与等 303 人件費

旅費、雑役務費、光熱水費 5

物品購入費 什器、ソフトウェア等 116 物品購入費

職員給与等 42

DVD、会議用設備等 14

旅費 情報収集、外部研究協力者旅費等

謝金 研究協力者への謝金等 6

25 その他

その他 光熱水料費、雑役務費 24

金 額
(百万円）

費　目

61

C.　研修事業 G.共通

計 474 計

使　途
金 額

(百万円）

人件費 職員給与等 86 人件費 職員給与等 131

費　目 使　途

物品購入費 研修員宿泊棟ﾍﾞｯﾄ、障害者支援機器等 32 物品購入費

電気料、ｶﾞｽ料、上下水道 2

謝金 研修講師謝金等 4 雑役務費

トナー他備品消耗品等 36

警備、清掃、設備保守、電子計算機賃貸借
等

23

旅費等 2

旅費 研修講師旅費等

その他 光熱水料費、雑役務費 10 その他

3 光熱水料費

194計 135 計

D.　教育相談活動 B－１.㈱ｷｬｯﾁﾎﾞｰﾙ･ﾄｳｴﾝﾃｨﾜﾝ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

人件費 職員給与等（ｴﾌｫｰﾄによる） 29 物品購入費

物品購入費 パンフレット、知能検査キット等 3

発達障害のある子どもの実践的教育情報
提供システム

7

その他 光熱水料費、雑役務費 6

金 額
(百万円）

費　目

7

B－２.三鷹光器㈱ B－３.（株）ディケイエイチ

計 38 計

使　途
金 額

(百万円）

物品購入費 非接触表面性状測定装置 7 物品購入費 動作分析用フォースプレート　一式 5

費　目 使　途

5計 7 計

B－４.理想科学工業株式会社　理想横浜港南支店 B－５.共進印刷㈱

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

物品購入費 カラー印刷機　一式 5 物品購入費 研究成果報告書 5

5計 5 計



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

B－６.トビー・テクノロジー・ジャパン㈱ B－７.トビー・テクノロジー・ジャパン㈱

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

物品購入費 アイトラッカー 5 物品購入費
オンスクリーンリサーチ用アイトラッキング
装置　一式

4

4計 5 計

B－８.日洋物産㈱ B－９.（株）キューズ

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

物品購入費 聴力等測定機器　一式 3 役務 視覚障害教育情報ﾈｯﾄﾜｰｸﾒﾝﾃﾅﾝｽ 3

3計 3 計

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目

役務 ﾘｴｿﾞﾝｵﾌｨｽ賃貸借 2 物品購入費

使　途
金 額

(百万円）

講堂音響設備一式 3

3計 2 計

C－３.東通産業株式会社　神奈川支店

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

第5研修室講義ｼｽﾃﾑ一式 2物品購入費役務 宿泊棟寝具類供給等業務 3

C－２.㈲渋谷ランドリー

B－１０.国立大学法人　東京工業大学 C－１.東通産業株式会社　神奈川支店

－４.(社福)神奈川聴覚障害者総合福祉協会　理事長　田門　浩 C－５.株式会社　コバヤシ

2計 3 計

使　途
金 額

(百万円）

役務
手話通訳派遣費（第一期専門研
修）

2 役務

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目

西研修員宿泊棟ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄ張替作業一式 2

金 額
(百万円）

費　目

2

E－１.ＮＥＣキャピタルソリューション㈱神奈川支店 E－２.㈲金文堂信濃屋書店

計 2 計

使　途
金 額

(百万円）

役務 電子計算機ｼｽﾃﾑ一式 30 物品購入費 新編　新しい国語２上　拡大版　他 12

費　目 使　途

12計 30 計

E－３.株式会社　ユーディット E－４.㈲金文堂信濃屋書店

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

物品購入費 Webサイトリニューアル業務 11 物品購入費
拡大教科書（新編新しい保健体育拡大版
保健編１ 他）９２点

7

7

E－５.㈱ミナト事務器 E－６.㈱紀伊国屋書店　神奈川静岡営業本部

計 11 計

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目

物品購入費 ﾊﾝﾄﾞﾙ式移動書架　一式 7 物品購入費

使　途
金 額

(百万円）

2011年外国雑誌91件 6

6

E－７.㈱紀伊国屋書店　神奈川静岡営業本部 E－８.ＫＤＤＩ㈱

計 7 計

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目

役務
図書室図書目録データ遡及入力
業務　一式

6 役務

使　途
金 額

(百万円）

学術情報ﾈｯﾄﾜｰｸ回線接続一式 4

4計 6 計



E－９.アデコ㈱　横須賀支社 E－１０.(有)山仙商店

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目

役務 情報管理係の補助業務一式 2 物品購入費

使　途
金 額

(百万円）

図書室閲覧テーブルおよび椅子　一式 2

計 2 計 2

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

F－１.アデコ㈱　横須賀支社 F－２.㈱日本旅行　国際旅行事業部

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

役務 広報国際係の補助業務一式 3 役務
国際セミナー出席者航空チケット手配及び
空港接遇一式

2

2計 3 計

G－１.神田通信機株式会社 G－２.ＮＥＣキャピタルソリューション㈱神奈川支店

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

物品購入費 財務会計システム　一式 14 役務 電子計算機ｼｽﾃﾑ一式 9

金 額
(百万円）

費　目

9

G－３.国際警備㈱ G－４.(有)山仙商店

計 14 計

使　途
金 額

(百万円）

役務 庁舎等警備業務 4 物品購入費 ｶﾗｰﾚｰｻﾞｰﾌﾟﾘﾝﾀ用消耗品 4

費　目 使　途

4計 4 計

G－５.㈱光電社 G－６.㈱陽報

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

庁舎等日常清掃業務 2物品購入費 電話交換設備一式 2 役務

費　目 使　途

2

G－７.文化興業㈱ G－８.㈱朝陽会

計 2 計

金 額
(百万円）

役務 2 役務 平成21事業年度財務諸表に関する公告 1

費　目 使　途

吸収式冷温水機等冷暖房保守点検

金 額
(百万円）

1計 2 計


